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ポイント

(1)都道府県グッドプラクティス
（首都大学東京・公益財団法人あすのば・日本大学共同調査より）

高校スクールソーシャルワーカー配置

私立高校授業料無償化 通学費・制服費補助

高校生学習支援 塾・大学等受験料バウチャー

(2)当事者ニーズ（自治体子どもの貧困実態調査より／保護者・生徒）
※圧倒的なニーズは大学等進学のための給付型奨学金の拡充（残念ながら割愛）

授業料 教材費

通学費 給食

修学旅行費 部活費

高校のための居場所、勉強できる場所

高校の指導体制（アルバイト禁止）

※高校就学支援金制度、高校生等奨学給付金等、支援制度の認知が低い

→当事者ニーズと都道府県グッドプラクティスを対象させると、ニーズにある程度対応で
きており自治体間格差が存在するものと、ニーズに対応できていないものがある 2



(3)学校現場のニーズ
・中学校進路指導との接続の必要性 ・制服・ジャージ等の学校指定品費用

・英検、模試等の進路指導経費の家計負担軽減（高大接続改革における「格差」への懸念）

・授業料無償化・大学等給付型奨学金に関する4～7月多忙化

だけでなく高校生等奨学給付金による慢性的多忙化（6月～）

さらに市町村独自支援制度の手続きやリサーチ（4月～）

・就学支援金や高校生等奨学給付金の支給時期の改善

一旦納付ルール（授業料・教材費等の納入期日納付後の事後還付）ができず退学してしまう高校生の存在

・食の支援（学校給食がなくなる／就学援助による給食費補助がなくなる）

・とくに保護者所得書類や手続きサポートに関する負担が大きい
・国・県・市町村それぞれに独自書式
・市町村独自の高校生支援制度のリサーチや手続き支援も実施
・生徒・進路指導教員や学校事務職員加配の要望
・高校スクールソーシャルワーカー等による制度利用促進支援
（国立私立高校で同様の体制がとれることも重要）
・マイナンバー認定への要望は多い
・就学支援金、高校生等奨学給付金は支払期限と支給時期のギャップ
（例：高校生等奨学給付金は入学時ではなく6月以降申込み、

9月以降一括支給が多い。就学援助制度と同様の課題）
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4

高校

県日本学生支援機構 市町村

国

高校生 保護者

中学校

大学
専修学校

高校生支援制度の周知不足

A市：独自の高校
入学料・授業料
通学費補助

B市：高校授業料
補助

高校生・保
護者に情報
が届かない

要保護・準要保護家庭等の情
報共有ができない

支援ニーズを要する学生情報
が共有できない

高校生等就学支援金、高
校生等奨学給付金、私立
高校入学費補助等の手続
き

大学生等給付型奨学金の
手続き

市町村独自制度の
リーサチ、手続き

支援制度の周知、利
用手続きのサポート、
書類督促

高校生等民間奨学
金や進学資金貯蓄
の「収入認定」によ
る生活保護世帯の
進学断念
→厚労省への改善
要望事項



(4)所得制限および無償化範囲の妥当性
①基本的には普遍主義的制度がのぞましい

・OECD34か国中31か国では公立高校無償化は所得制限なし
・背景に子どもを権利主体とし子ども本人の学習権保障を重視
する子どもの権利条約・国際人権規約の存在

（保護者属性は勘案しない）

・OECD諸国においても日本において継続的な就労や自立のた
めには高卒学歴の保障が前提、高卒学歴保障も「教育投資」で
ある（子どもの貧困対策大綱の指標にも「追加すべき指標の例」
として高校中退率がとりあげられている）

・現行法の衆議院文教科学委員会附帯決議(2013年11月)にも
「将来的に所得制限を行うことなく、全ての生徒に支給」できるよ
う予算確保に努めること、とされている。

・所得制限はとくに女性の働き控え行動の要因

（一億総活躍政策との不整合）
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(4)所得制限および無償化範囲の妥当性
②所得制限を維持する場合

・低所得世帯は高校生等奨学給付金の所得制限緩和

（例・就学援助受給を要件として勘案、子どもの貧困対策大綱・「切れ目」のな
い支援）

・もしくは高校生等奨学給付金の給付金額の拡充

・高校版就学援助制度への改編

（生活保護世帯の修学旅行費は扶助の対象外、アルバイトが前提となるがア
ルバイト禁止校則による制約）

・高校生世帯の特定扶養控除の廃止による子育て世帯への再分配悪化

→ 910万円区切りではなく、より広い所得ゾーンの捕捉および所得に応じた段
階的補助or子ども本人への若者手当の導入
・都道府県による制度利用率格差→所得制限を維持するならば都道府県物価
調整を反映させる必要性はないのか？（生活保護制度は基準額の地域調整
あり）

・教科書費の無償化：国連社会権規約委員会からは教科書費も無償化の対象
との見解が示されていた(2013年5月)
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(1)都道府県グッドプラクティス
（首都大学東京・公益財団法人あすのば・日本大学・子どもの貧困対策「見える化」プロジェクト）

http://usnova.sakura.ne.jp/report_prefectures160804.pdf

47都道府県子どもの貧困対策担当部署への調査
(2016年4～6月)および電話等によるヒアリング
※熊本県をのぞく46県が対象
●高等学校へのスクールソーシャル
ワーカー派遣（40県）
●高校生への学習支援（直営 9県／
委託 17県）
●低所得世帯・ひとり親等への高校・
大学授業料・入学金補助（19県）
※東京都受験生チャレンジ支援貸付事業（塾・
受験料バウチャー）

●私立高校無償化（授業料負担軽減）
（32県）→次のスライド
●高校通学費補助（18県）
●学用品・制服費補助（28県）
※いわての学び希望基金は高校生部活参加費
等も利用可能

●中退予防事業（24県）
※大阪府高校内居場所カフェ
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私立高校無償化スキームについて
（「この春から東京でも本格実施私立高校『無償化』の光と影」ダイヤモンド・セレクト2017年8月
号,pp.16-19、別紙配布）

所得基準、助成上限額、入学一時金補助、世帯の事情斟酌等において各都道府県
が独自の制度を構築・運用

大阪府の無償化制度は制度加盟
校の授業料を58万円上限に設定
（私立高校生等就学支援推進校
制度、非加盟も可能）
→各県の事情にもよるが参考とす
べき事例、所得スライドの在り方
は各都道府県の高校生世帯の実
態を反映する必要 8



(2)当事者ニーズ
（自治体子どもの貧困実態調査より／保護者・生徒）

• 東京都子供の生活実態調査(2016年実施)

• 沖縄県高校生調査(2016年実施)

• 横浜市子ども・若者のいる世帯の生活状況および就業に関する調査
(2015年実施)

• 長野県子どもの声アンケート(2015年実施)

→小中学生およびその保護者を対象にしたものが多く、
高校生およびその保護者を対象とした自治体調査は限定されている

9



当事者ニーズ1

高校在学中経費
授業料・教材費・通学費・部活費等
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保護者票

沖縄県調査
11

カバーできていない世帯は通学費や部活費用
等が高校生平均を上回る可能性

また家計管理能力が低いにもかかわらず学校
委任をしていないケースや、金銭的虐待の事案
も含まれる可能性も否定しきれない



沖縄県調査
12



沖縄県調査
13



長野県調査
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保護者票

沖縄県調査 15



東京都調査

困窮層の公立進学率は高い

16



低所得層の全日制以外進学率が高い

東京都調査
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東京都調査

「私立高校の授業料等の費用が高かった」ことがとくに困窮層の学校選択の理由
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東京都調査

「公立高校の入試に合格しなかった」ことが困窮層の私立高校進学の理由
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東京都調査

低所得世帯の在学中経費の「悩み」
授業料・教材費＞通学費＞修学旅行費＞部活費
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東京都調査

ひとり親世帯の在学中経費の「悩み」
授業料・教材費＞部活費＞修学旅行費
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横浜市調査 22



当事者ニーズ2
給食
居場所・学習支援等
アルバイト（学校の指導体制）
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東京都調査
給食・勉強ができる場所・家以外の居場所・無料の学習
支援は困窮層のニーズが特に高い 24



勉強できる場所・一人で勉強がすすまない・わからない

アルバイト・部活・学校の指導体制

居場所
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小括：グッドプラクティスでもカバーしきれていない当事者ニーズ

• 公立学校を志望しながらも私立高校に進学せざるを得ない高校進学市場
→就学前教育市場と同じ構造
私立高校授業料支援制度の拡充は必要

（現行制度は都道府県格差大）

• 給付型奨学金では不十分層の存在
→学校委任の一般化や家計金銭管理支援（市町村生活困窮者自立支援事業と
の連携）

給付額の増額や制服・通学費・部活費等の就学援助制度の対象となる費目への
補助（高校版就学援助）

• 通学費補助（自治体間格差）
• 部活費（大学等給付型奨学金で真の困窮層が不利になる要因）
• 給食費および給食保障
• 修学旅行費（生活保護の支給対象外）
• 高校生居場所、高校生学習支援（小中段階と比較した取り組みの遅れ）
• 高校の指導体制の改善（生活保護世帯のアルバイト例外規定、スクールソーシャ
ルワーカー配置や子どもの貧困に関する教職員研修の必修化） 26



当事者ニーズ3

制度を知らない
制度を利用していても認識されていない
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保護者票

沖縄県調査
困窮世帯の20.3%で高校生等就学支援金制度が認識
されていない（非困窮層では38.5%に上昇） 28



保護者票

沖縄県調査
困窮世帯の45.1%で高校生等就学支援金制度が認識
されていない（非困窮層では79.5%に上昇） 29



東京都調査
ひとり世帯のほうが就学支援金、受験生チャレンジ支
援貸付制度（受験料・塾バウチャー）を認識していない

30



課題・制度認知・利用の促進

•切れ目のない支援のためには中学校進路指導段
階からの「高校生対象支援制度リスト（仮）」等の
作成・配布と周知が必要（国がひな形・都道府県
が加筆、作成・周知することがのぞましい）

•高校入学後も「高校生対象支援制度リスト（仮）」
による制度利用や教職員・高校スクールソーシャ
ルワーカー等による支援体制の拡充が重要

•高校生等就学支援制度については高校生の
76.6%をカバーしている制度であるので、制度の意
義を周知することがのぞましい

31
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1P a r t  21世紀の教育と学校 Special Feature
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業
料
無
償
化
」
の
動
き
は
、
翌
年
の
大
阪
府
の
私
立
高
校
へ
の
取
り
組
み
を

嚆
矢
と
し
て
、
徐
々
に
広
ま
り
、
こ
の
春
か
ら
は
東
京
都
で
も
本
格
的
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
教
育
財
政
学
・
教
育
行
政
学
を
専
門
と
す

る
末
冨
芳
・
日
本
大
学
教
授
の
コ
メ
ン
ト
を
軸
に
、
こ
の
制
度
の
内
容
と
問
題
点
を
見
て
い
こ
う
。

れ
て
い
な
い
た
め
、
支
援
金
が
貧
困
対

策
と
し
て
、
あ
る
い
は
子
ど
も
の
進
学

率
向
上
や
学
校
選
択
の
自
由
の
拡
大
に

ど
れ
ほ
ど
寄
与
し
て
い
る
の
か
、
検
証

が
で
き
ま
せ
ん
」（
末
冨
教
授
。以
下
同
）

似
た
よ
う
な
あ
る
意
味
大
ざ
っ
ぱ
な

制
度
設
計
は
、
都
道
府
県
が
そ
れ
ぞ
れ

独
自
に
行
っ
て
い
る
私
立
高
校
生
へ
の

助
成
制
度
で
も
見
ら
れ
る
。

東
京
の
私
立
高
通
学
率
は
56
％　

恩
恵
に
与
る
の
は
３
人
に
１
人
⁉

今
春
か
ら
、
保
護
者
と
都
内
に
住
む

生
徒
を
対
象
に
、「
授
業
料
軽
減
助
成

金
」
の
支
給
が
始
ま
っ
た
。
支
給
対
象

と
な
る
私
立
校
は
、
通
信
制
課
程
を
除

く
高
等
学
校
、
特
別
支
援
学
校
（
高
等

部
）、
高
等
専
門
学
校
（
３
年
生
ま
で
）、

専
修
学
校
（
高
等
課
程
）
と
幅
広
い
。

国
の
「
就
学
支
援
金
」
と
合
わ
せ
て
年

額
44
万
２
０
０
０
円
ま
で
の
授
業
料
が

無
料
化
さ
れ
る
。
受
給
対
象
者
は
私
立

高
校
生
の
３
割
に
相
当
す
る
５
万
２
０

０
０
人
程
度
と
さ
れ
る
。

で
は
、
具
体
的
に
都
の
制
度
を
見
て

い
こ
う
。
私
立
高
生
に
対
す
る
助
成
自

体
は
す
で
に
行
わ
れ
て
い
た
。
図
１
に

は
前
年
度
の
助
成
額
と
今
回
の
増
額
分

が
分
か
る
よ
う
に
色
を
分
け
て
あ
る
。

都
の
助
成
部
分（
緑
色
）が
最
大
で
３
倍

に
ま
で
拡
充
さ
れ
て
い
る
所
得
層
も
あ

る
が
、
約
２
５
０
万
円
未
満
・
生
活
保

護
世
帯
に
対
す
る
助
成
は
微
増
だ
（
別

途
「
奨
学
給
付
金
」が
あ
る
と
は
い
え
）。

都
の
「
授
業
料
軽
減
助
成
金
」
の
最

大
の
特
徴
は
、
都
内
在
住
で
あ
れ
ば
他

県
の
私
立
高
校
に
通
っ
て
い
て
も
支
給

対
象
に
な
る
点
だ
ろ
う
。
多
摩
川
、
荒

川
、
江
戸
川
を
挟
ん
で
接
す
る
各
県
の

私
立
高
か
ら
の
都
民
生
徒
へ
の
期
待
は

高
ま
っ
て
い
る
。

ま
た
、
負
担
の
低
減
に
伴
い
、
都
立

を
受
け
て
い
た
生
徒
が
私
立
に
シ
フ
ト

す
る
動
き
も
現
れ
て
く
る
だ
ろ
う
。
東

京
の
場
合
、
中
学
校
の
段
階
で
中
高
一

貫
校
を
目
指
す
動
き
も
強
い
。
千
代
田

区
で
４
割
、
文
京
区
で
５
割
、
区
部
平

均
で
も
７
割
弱
し
か
地
元
の
公
立
中
学

に
進
学
し
て
い
な
い
。

「
高
校
の
授
業
料
が
無
償
化
さ
れ
れ
ば
、

中
学
３
年
分
の
負
担
を
す
れ
ば
済
む
と
、

中
学
受
験
者
が
増
え
る
の
で
は
な
い

か
」
と
見
る
の
は
森
上
展
安
・
森
上
教

育
研
究
所
長
だ
。
世
帯
年
収
が
７
０
０

万
円
以
上
に
な
る
と
中
学
受
験
を
志
向

す
る
傾
向
が
あ
る
。
支
給
対
象
と
な
る

約
７
６
０
万
円
以
下
で
あ
れ
ば
、
こ
う

し
た
子
ど
も
の
世
帯
に
は
私
立
校
へ
の

進
学
を
後
押
し
す
る
効
果
が
出
る
か
も

し
れ
な
い
。

と
は
い
え
、
所
得
上
位
お
よ
そ
20
％

の
世
帯
は
国
か
ら
も
都
か
ら
も
一
切
の

助
成
が
な
い
た
め
、
私
立
中
高
一
貫
校

に
子
ど
も
を
通
わ
せ
て
い
る
よ
う
な

「
平
均
的
な
」
世
帯
に
と
っ
て
は
、
意

外
と
恩
恵
は
少
な
い
の
か
も
し
れ
な
い
。

東
京
の
高
校
生
の
56
％
は
私
立
に
通

っ
て
い
る
。
こ
の
数
字
は
全
国
平
均
の

約
２
倍
で
あ
り
、
一
番
少
な
い
徳
島
県

の
13
倍
強
と
か
な
り
突
出
し
て
い
る
。

末
冨
教
授
は
都
の
取
り
組
み
を
評
価

し
た
う
え
で
、
ま
だ
「
エ
レ
ガ
ン
ト
な

制
度
で
は
な
い
」
と
制
度
の
進
化
を
期

待
し
て
い
る
。
７
月
の
都
議
会
選
挙
に

間
に
合
わ
せ
る
た
め
と
い
う
事
情
が
あ

っ
た
に
せ
よ
、
制
度
設
計
は
よ
く
言
え

ば
シ
ン
プ
ル
、
実
態
を
考
え
れ
ば
世
帯

年
収
の
切
り
方
な
ど
が
荒
っ
ぽ
い
も
の

に
な
っ
て
い
る
か
ら
だ
。

都
の
助
成
金
制
度
が　
　
　

「
エ
レ
ガ
ン
ト
」で
は
な
い
理
由

よ
り
エ
レ
ガ
ン
ト
な
制
度
に
な
る
た

め
に
は
４
つ
の
改
善
点
が
あ
る
。

１
点
目
は
支
給
世
帯
年
収
上
限
約
７

６
０
万
円
の
決
め
方
で
あ
る
。
都
の
説

明
で
は
、
子
ど
も
の
い
る
モ
デ
ル
世
帯

の
年
収
目
安
の
平
均
が
６
６
０
万
円
で

あ
り
、
そ
れ
を
含
む
階
層
（
約
７
６
０

万
～
約
５
９
０
万
円
）
で
線
引
き
を
し

た
と
い
う
の
だ
が
、
そ
れ
は
高
校
生
の

い
る
世
帯
の
数
字
と
は
限
ら
な
い
。

全
国
に
先
駆
け
て
私
立
高
校
の
授
業

料
無
償
化
に
動
い
た
大
阪
府
で
は
、
高

校
生
の
い
る
世
帯
の
デ
ー
タ
を
押
さ
え

た
上
で
、
そ
の
半
数
が
対
象
と
な
る
５

９
０
万
円
と
い
う
上
限
を
設
け
て
い
る
。

都
民
の
世
帯
収
入
は
ダ
ン
ト
ツ
で
全

国
一
で
あ
る
。
き
ち
ん
と
調
べ
れ
ば
、

支
給
対
象
世
帯
の
年
収
上
限
は
さ
ら
に

上
が
る
は
ず
な
の
だ
。

２
点
目
は
、
授
業
料
負
担
軽
減
（
支

援
金
＋
助
成
金
）
の
上
限
が
都
内
私
立

学
校
の
「
平
均
」
額
44
万
２
０
０
０
円

と
な
っ
て
い
る
こ
と
だ
。
平
均
と
い
う

こ
と
は
平
均
よ
り
授
業
料
が
上
の
学
校

末冨 芳（すえとみ・かおり）
日本大学文理学部教育学科
教授。山口県生まれ。京都
大学教育学部卒、同大学院
修了後、福岡教育大学准教
授、日本大学文理学部准教
授を経て、2016 年より現職。
学術博士。専攻は教育財政
学・教育行政学。現在、内
閣府子供の貧困対策に関す
る有識者会議委員、参議院
文教科学調査室客員調査員
などを務める。著書に、『教
育費の政治経済学』（勁草
書房）など。

図２　都内私立高校の学費の実態

単位円。金額については、のべ269学科（コースなどによって学費の異なる場合は、それぞれ1学科として計算）の平均、小数点第１位を
四捨五入。カッコ内は学科、普通科の記載は省略している。（出所）東京都

入学時に一括納付する費用 毎年度納付する費用

初年度納付金額 入学金 施設費 授業料 その他

2017年度納付額平均 912,156 250,026 45,822 448,862 167,447

最高額 玉川学園高等部
（ＩＢ）

1,886,000

桐朋女子
（音楽）

500,000

武蔵野

250,000

玉川学園高等部
（ＩＢ）

1,332,000

桐朋女子
（音楽）

441,400

最低額 東洋女子

590,000

武蔵野

100,000

全106校

0

鶴川

282,000

成女、堀越、駿台学
園、聖パウロ学園

0

図1　東京都の私立高授業料の負担軽減策

「私立高等学校等授業料軽減助成金事業」制度自体は、従来からあった。
平成29年度からは、年収目安約760万円未満の世帯に対し、国の「就学支援金」と合わせて、
44万2000円(都内私立高校平均授業料相当)まで、助成額を大幅に拡充した。　（出所）東京都

授業料負担
軽減額の合計
442,000円

生活保護 約250万円 約250万～約350万円 約350万～約590万円 約590万～約760万円 約760万～約910万円

年収目安
（モデル世帯）

297,000

143,000 95,400

49,600 69,400

156,700
216,100

135,000
107,100

107,100

237,600 118,800297,000 178,200 118,800

■■ 就学支援金（国）

■■ 平成28（2016）年度の授業料軽減助成金（都）

■■ 授業料軽減助成金（都）
平成29（2017）年度の増額分

2,000
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も
下
の
学
校
も
あ
る
。
都
が
公
表
し
て

い
る
図
２
の
「
都
内
私
立
高
等
学
校

（
全
日
制
）の
財
務
構
造
」に
よ
れ
ば
、

17
年
度
の
授
業
料
を
普
通
科
だ
け
で
見

て
も
、
最
高
額
の
玉
川
学
園
高
等
部

（
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
ク
ラ
ス
）が
約
１
３

３
万
円
、
最
低
額
の
鶴
川
高（
女
子

校
）
が
約
28
万
円
と
５
倍
近
い
開
き
が

あ
る
。つ
ま
り
、約
44
万
円
で
は
「
授

業
料
無
償
化
」
と
い
う
言
葉
と
は
だ
い

ぶ
か
け
離
れ
た
実
態
が
あ
る
。
平
均
額

を
上
回
る
高
校
で
は
、
高
校
側
が
世
帯

収
入
な
ど
に
応
じ
た
軽
減
措
置
や
奨
学

制
度
な
ど
で
対
応
し
な
け
れ
ば
、
生
徒

の
学
校
選
択
の
自
由
は
制
約
さ
れ
た
ま

ま
に
な
る
。

３
点
目
は
、
無
料
化
の
対
象
が
「
授

業
料
」
に
限
ら
れ
る
点
で
あ
る
。
初
年

度
納
付
金
な
ど
実
際
に
支
払
う
費
用
を

同
じ
く
見
る
と
初
年
度
納
付
金
の
平
均

額
は
91
万
２
１
５
６
円
（
検
定
料
は
１

校
あ
た
り
平
均
２
万
２
４
１
７
円
が
別

途
か
か
る
）。
制
服
や
体
操
着
、
学
校

指
定
の
バ
ッ
グ
類
や
教
科
書
な
ど
、
積

算
す
る
と
結
構
な
負
担
額
と
な
る
も
の

を
除
い
て
も
、
私
立
高
校
の
学
費
に
は
、

入
学
初
年
度
に
支
払
う
一
時
金
（
入
学

金
、
施
設
使
用
料
、
寄
付
金
な
ど
）、

毎
年
度
支
払
う
授
業
料
、
施
設
使
用
料
、

修
学
旅
行
や
留
学
体
験
と
い
っ
た
イ
ベ

ン
ト
的
な
支
払
い
な
ど
が
あ
る
。
つ
ま

り
、
全
然
足
り
な
い
の
で
あ
る
。

こ
の
点
、
大
阪
府
で
は
、
後
述
す
る

よ
う
に
保
護
者
の
「
義
務
的
負
担
金
」

と
し
て
授
業
料
以
外
に
も
施
設
整
備
費

を
合
わ
せ
た
額
を
助
成
対
象
に
設
定
、

現
在
上
限
が
58
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

都
よ
り
も
だ
い
ぶ
高
い
。

図
３
は
都
内
の
私
立
高
校
の
収
入
構

造
を
示
し
て
い
る
。
平
均
す
れ
ば
、
そ

の
３
分
の
１
は
私
学
助
成
金
に
よ
る
。

有
名
私
大
の
付
属
校
な
ど
で
は
５
％
程

度
の
と
こ
ろ
も
あ
る
が
、
依
存
度
の
高

い
学
校
で
は
収
入
の
半
分
近
く
を
占
め

て
い
る
と
見
ら
れ
る
。
寄
付
金
や
自
己

収
入
な
ど
は
１
割
ほ
ど
で
、
残
り
の
56

％
は
生
徒
か
ら
の
納
付
金
で
あ
る
。

今
回
の
助
成
制
度
を
利
用
し
て
、
保

護
者
の
負
担
を
で
き
る
だ
け
減
ら
そ
う

と
考
え
る
高
校
で
あ
れ
ば
、
授
業
料
を

無
償
化
上
限
の
44
万
２
０
０
０
円
に
値

上
げ
す
る
代
わ
り
に
、
施
設
使
用
料
や

寄
付
金
を
軽
減
す
る
か
も
し
れ
な
い
。

大
阪
で
は
そ
の
よ
う
な
動
き
を
行
政
も

促
し
て
い
た
。

一
方
で
、
平
均
額
に
達
し
て
い
な
い

高
校
の
中
に
は
、
施
設
利
用
料
や
寄
付

金
を
現
在
の
水
準
の
ま
ま
に
し
て
、
さ

ら
に
授
業
料
を
値
上
げ
し
て
収
入
増
を

図
ろ
う
と
す
る
動
き
が
出
て
く
る
か
も

し
れ
な
い
。
度
が
過
ぎ
れ
ば
「
モ
ラ
ル

ハ
ザ
ー
ド
」
と
し
て
世
間
の
糾
弾
を
受

け
か
ね
な
い
。

４
点
目
は
、
こ
の
制
度
が
年
収
の
階

層
区
分
が
５
つ
に
限
ら
れ
る
う
え
、
世

帯
年
収
額
以
外
の
各
世
帯
の
事
情
に
あ

ま
り
配
慮
し
て
い
な
い
こ
と
だ
。

大
阪
１
番
、東
京
２
番
、　　

３
番
京
都
で
４
番
は
埼
玉
？ 

高
校
の
所
管
は
都
道
府
県
で
あ
り
、

私
立
高
校
へ
の
助
成
制
度
に
も
だ
い
ぶ

差
が
あ
る
。
国
に
よ
る
公
立
高
校
無
償

化
に
い
ち
早
く
反
応
し
た
の
が
、
維
新

政
権
下
の
大
阪
府
だ
っ
た
。

11
年
の
導
入
当
時
、
大
阪
府
私
学
・

大
学
課
長
と
し
て
奮
闘
し
た
室
井
俊
一

氏
（
現
・
大
阪
府
労
働
委
員
会
事
務
局

次
長
）
は
、「
す
べ
て
の
子
ど
も
が
自
ら

の
希
望
や
能
力
に
応
じ
て
自
由
に
高
校

の
選
択
を
で
き
る
機
会
を
保
障
―
―

“
行
き
た
い
高
校
”
に
行
け
る
よ
う
に

す
る
」
を
掲
げ
て
、
家
庭
ご
と
の
経
済

格
差
に
よ
る
教
育
機
会
の
不
平
等
を
改

善
す
る
た
め
、
世
帯
年
収
や
世
帯
区
分

に
応
じ
て
私
立
高
校
の
授
業
料
を
府
が

負
担
す
る
仕
組
み
を
設
け
た
。

最
大
の
特
徴
は
保
護
者
の
実
質
的
な

負
担
に
配
慮
し
て
、
授
業
料
だ
け
で
な

く
、
施
設
整
備
費
も
組
み
込
ん
だ
「
標

準
授
業
額
」
と
い
う
と
ら
え
方
を
し
た

点
だ
ろ
う
。
昨
年
度
か
ら
支
給
基
準
等

が
一
部
変
更
さ
れ
た
が
、
５
９
０
万
円

未
満
の
世
帯
で
は
授
業
料
負
担
額
が
実

質
無
償
に
、
８
０
０
万
円
未
満
の
世
帯

で
は
授
業
料
負
担
額
が
20
万
円
に
軽
減

さ
れ
る
。
東
京
都
で
は
約
７
６
０
万
～

約
９
１
０
万
円
の
世
帯
で
は
国
の
就
学

支
援
金
の
11
万
８
８
０
０
円
の
み
受
け

取
れ
る
だ
け
で
あ
り
、
そ
の
差
は
だ
い

ぶ
大
き
い
。

こ
れ
に
加
え
て
、
通
学
し
て
い
る
兄

弟
姉
妹
が
い
た
り
、
大
学
の
１
浪
生
が

い
た
り
す
る
と
、
そ
の
分
も
考
慮
し
て

い
る
。
就
業
支
援
的
な
観
点
も
盛
り
込

み
、
大
学
進
学
を
目
的
と
し
な
く
て
も
、

自
分
の
適
性
を
見
極
め
て
就
職
で
き
る

よ
う
な
教
育
を
す
る
私
立
高
に
生
徒
が

集
ま
る
よ
う
な
手
も
打
っ
て
い
る
。

図
４
は
比
較
的
手
厚
い
と
い
わ
れ
る

４
都
府
県
の
制
度
を
比
較
し
た
。
世
帯

の
事
情
斟
酌
が
あ
る
点
や
、
施
設
利
用

料
等
も
無
償
化
対
象
と
し
て
い
る
点
で

大
阪
府
が
一
番
優
れ
て
い
る
。

東
京
以
外
の
多
く
の
自
治
体
で
は
、

支
給
対
象
は
自
府
県
内
の
私
立
高
校
だ

が
、
兵
庫
県
は
県
外
私
立
高
校
に
通
う

生
徒
に
も
京
都
府
の
学
校
で
県
内
高
校

の
２
分
の
１
、大
阪
府
・
岡
山
県
・
鳥
取

県
で
４
分
の
１
相
当
額
を
支
給
す
る
。

広
い
県
域
で
、
高
校
の
越
境
入
学
が
多

い
こ
と
が
そ
の
背
景
に
は
あ
り
そ
う
だ
。

子
ど
も
の
進
学
機
会
の
平
等
化　

貧
困
層
へ
の
き
め
細
や
か
な
支
援

「
就
学
支
援
金
に
よ
っ
て
高
校
進
学
率

は
１
ポ
イ
ン
ト
程
度
上
昇
し
た
も
の
と

見
ら
れ
る
も
の
の
、
生
活
保
護
世
帯
、

ひ
と
り
親
家
庭
な
ど
で
は
生
徒
の
実
態

は
か
な
り
過
酷
」（
末
冨
教
授
）で
あ
る
。

子
ど
も
の
貧
困
対
策
を
主
管
す
る
厚

生
労
働
省
の
資
料
を
見
る
と
、
全
日
制

に
通
う
生
徒
は
３
人
に
２
人
で
、
定
時

制
や
通
信
制
の
占
め
る
率
が
高
い
。
ま

た
、
高
校
の
中
退
率
も
高
い
。

都
立
高
校
で
は
、
進
学
実
績
の
高
い

全
日
制
高
校
に
併
設
さ
れ
た
夜
間
定
時

制
高
校
を
切
り
、
全
日
制
の
進
学
実
績

を
上
昇
さ
せ
た
り
、
低
学
力
で
あ
っ
て

も
意
欲
の
高
い
生
徒
を
募
集
す
る
チ
ャ

レ
ン
ジ
ス
ク
ー
ル
の
増
設
な
ど
、
下
に

厳
し
い
方
向
で
の
改
革
が
進
ん
で
い
る
。

　

先
に
４
点
目
と
し
て
、
年
収
の
階
層

区
分
と
年
収
以
外
の
各
世
帯
の
事
情
に

あ
ま
り
配
慮
し
て
い
な
い
こ
と
を
挙
げ

た
。
こ
の
点
に
関
し
て
、
現
状
で
は
図

５
に
挙
げ
た
国
立
大
の
授
業
料
減
免
に

関
す
る
制
度
的
な
配
慮
が
「
今
の
日
本

の
授
業
料
負
担
軽
減
に
関
す
る
中
で
は

最
も
エ
レ
ガ
ン
ト
な
制
度
設
計
」（
末

冨
教
授
）
と
言
う
。
単
に
世
帯
収
入
で

切
る
の
で
は
な
く
、
扶
養
家
族
な
ど
の

実
質
的
な
負
担
も
加
味
し
て
助
成
金
な

ど
も
決
め
る
べ
き
だ
と
い
う
考
え
だ
。

社
会
経
済
地
位
（
Ｓ
Ｅ
Ｓ
）
的
な
観

点
か
ら
、
家
庭
の
裕
福
さ
や
親
の
学
歴

な
ど
、
子
ど
も
が
親
の
属
性
に
左
右
さ

れ
ず
学
校
を
選
択
で
き
る
よ
う
に
し
て

い
く
実
質
平
等
主
義
の
実
現
に
は
、「
イ

ギ
リ
ス
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
や
ア
メ

リ
カ
の
教
育
費
支
援
策
の
よ
う
に
、
Ｓ

Ｅ
Ｓ
を
含
め
た
家
庭
の
属
性
（
家
族
の

所
得
、
生
活
保
護
制
度
等
の
支
援
制
度

利
用
、
保
護
者
の
職
業
や
学
歴
）
な
ど
、

格
差
を
縮
減
す
る
た
め
に
財
政
投
入
す

べ
き
世
帯
の
優
先
基
準
を
明
確
化
す
る

こ
と
が
重
要
と
い
え
ま
す
」

多
様
な
児
童
生
徒
が
就
学
機
会
を
得

る
た
め
に
は
、
こ
の
よ
う
な
配
慮
が
き

め
細
か
く
必
要
と
な
る
。
小
池
都
政
は
、

「
都
民
フ
ァ
ー
ス
ト
」
の
視
点
に
立
っ

た
３
つ
の
視
点
の
１
つ
と
し
て
、「
ダ
イ

バ
ー
シ
テ
ィ
」（
多
様
性D

iversity

＋
都
市City

）
を
掲
げ
て
い
る
。
家

族
連
れ
で
都
内
に
住
む
外
国
人
定
住
者

の
増
加
は
、
こ
う
し
た
世
帯
の
子
ど
も

た
ち
の
教
育
と
い
う
新
た
な
課
題
も
生

ん
で
い
く
。
彼
ら
が
日
本
の
教
育
シ
ス

テ
ム
か
ら
阻
害
さ
れ
て
し
ま
う
と
、
ホ

ー
ム
グ
ロ
ウ
ン
・
テ
ロ
の
温
床
に
も
な

り
か
ね
な
い
。「
教
育
の
目
的
の
１
つ
に
、

社
会
の
分
断
を
招
か
な
い
と
い
う
社
会

統
合
が
あ
り
ま
す
」

こ
う
し
た
将
来
も
見
据
え
て
、
子
ど

も
の
就
学
機
会
の
平
等
化
に
向
け
た
取

り
組
み
が
進
む
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

図4 「私立高校学費無償化」４都府県比較
　　　　（カッコ内はモデル世帯の年収／都府県内在住）

京都府 大阪府 比較項目 東京都 埼玉県
私立高等学校

あんしん修学支援事業
私立高等学校等

授業料支援補助金 制度名称 私立高等学校等
授業料軽減助成金

奨学のための給付金
父母負担軽減事業補助金

府内 府内 対象私立高校 都外も可 県外も一部可
92万9000円（生活保護） 58万円 助成上限額 44万2000円 67万5000円
16万8800円（～910万円） 無償化（～590万円） 対象世帯（世帯年収） 無償化（～760万円） 無償化（～609万円）

含む 含む 施設利用料等 含まない ～20万円（～500万円）
なし 自己負担20万円（～800万円） 支払額軽減対象世帯 なし なし
なし なし 入学一時金補助 なし 一律10万円（～609万円）

特になし 他の高校大学通学者や１浪生 世帯の事情斟酌 特になし 特になし

図5　国立大授業料　特別控除額の仕組み
　　　　（「世帯の事情」に配慮した減免策）

□ 母子・父子世帯

□ 兄弟姉妹に就学者（小学生～大学生）のいる世帯

□ 障害者のいる世帯

□ 長期療養者のいる世帯

□ 主たる家計支持者が別居している世帯

□ 火災、風水害、盗難等の被害を受けた世帯であること

図３　都内私立高等学校（全日制）の
財務構造

（出所）「都内私立高等学校233校の
平成27（2015）年度決算」（東京都）
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